
                                

平成 18 年 3 月期      中間決算短信(連結)            平成 17 年 11 月 25 日 

上 場 会 社 名   常磐興産株式会社 上場取引所：   東  
コ ー ド 番 号   ９６７５ 本社所在都道府県 福島県 
（ＵＲＬ http://www.joban-kosan.com/） 
代 表 者 役職名 取 締 役 社 長 氏名  斎 藤   一 彦          
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 秋 田  龍 生 ＴＥＬ (03) 3663 - 3415 
決 算 取 締 役 会 開 催 日  平 成 17 年 11 月 25 日 
米国会計基準採用の有無      無 
 
１. 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                            (金額は百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 22,101 △6.7 1,465    △18.9 909 △31.9 
16年 9月中間期 23,700   5.2 1,806    63.4 1,335 141.8 

17 年 3 月期 46,112  2,282 1,273  

  

 中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り 
中間(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当たり 
中間 (当期 )純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円  銭 

17年 9月中間期 223  △56.6 3. 13 ― 
16年 9月中間期 514 ― 7. 24 7. 24 

17 年 3 月期 226  3. 18 ― 

(注)①持分法投資利益 17年9月中間期 △43百万円 16年9月中間期 114百万円 17年3月期  311百万円 
②期中平均株式数(連結) 17年9月中間期71,309,201株 16年9月中間期70,995,460株17年3月期 71,127,811株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％    円 銭 

17年 9月中間期 75,582 15,299 20.2 214. 57 
16年 9月中間期 78,379 14,287 18.2 200. 74 

17 年 3 月期 73,809 14,347 19.4 201. 21 

(注)期末発行済株式数(連結) 17年9月中間期 71,302,289 株 16年9月中間期71,176,691株17年3月期71,305,086株 

 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

17年 9月中間期 1,758 △ 454 △819 3,859 
16年 9月中間期 442 △ 529 1,014 5,348 

17 年 3 月期 1,215 785 △ 2,833 3,587 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  14 社 持分法適用非連結子会社数  － 社 持分法適用関連会社数  4 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） － 社 (除外)  4 社  持分法（新規）－  社 （除外） －  社 
 
２. 18 年 3 月期の連結業績予想（ 平成 17 年 4 月 1 日  ～  平成 18 年 3 月 31 日 ） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

通 期 
百万円 

   48,400 
百万円 

1,100 
百万円 

△ 1,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     △21 円 04 銭 

(注)上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 



事業分野 当　　社 連結子会社 持分法適用会社

「クレストヒルズゴルフ倶楽部」

「ホテルクレスト札幌」 ㈱ホテルクレスト札幌

「山海館」

常磐パッケージ㈱

いわき紙器㈱

 包装用品 ㈱ジェイ・アイ・ピー

 プラスチック緩衝材 常磐ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工業㈱

㈱常磐製作所

㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐興産ピーシー㈱

㈱テクノ・クレスト

常磐メンテック㈱

㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 常磐開発㈱

常興電機㈱

地質調査、測量設計 地質基礎工業㈱

卸売業 石炭・石油類、建設関連資材 燃料商事

㈱クレストビル

㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

運輸、荷役 常磐港運㈱

温泉供給 常磐湯本温泉㈱

なお、㈱クレストビルは、平成17年11月15日に商号を㈱ＪＫリアルエステートに変更しております。

不動産事業 不動産の分譲、賃貸、仲介、管理 開発事業

その他の事業

売　　上　　区　　分

観光事業

「スパリゾート・ハワイアンズ」

建設・土木業

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ橋梁設計・施工・補修、
その他コンクリート製品

建築、土木工事、電気工事　他

製造関連事業

包装部材

企 業 集 団 の 状 況

　 当社は、関係会社とともに、「スパリゾート・ハワイアンズ」等の観光事業を中心に、常磐炭礦時代から

引き継いだ資産・技術力等を生かした多角的事業を展開いたしております。

   当社及び連結子会社（15社）、持分法適用会社（4社）を事業分野別に記載すると概ね次のとおりであ

ります。

   なお、「事業分野」と「事業の種類別セグメント」は同一であります。

機械鉄鋼

 大型ｸﾗﾌﾄ紙袋、ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙｹｰｽ

観光事業
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[事業系統図]

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

観光事業

　・ｽﾊﾟﾘｿﾞｰﾄﾊﾜｲｱﾝｽﾞ

業務委託
　・ｸﾚｽﾄﾋﾙｽﾞｺﾞﾙﾌ倶楽部

温泉供給

◎ ㈱ﾎﾃﾙｸﾚｽﾄ札幌 　・ﾎﾃﾙｸﾚｽﾄ札幌 ○ 常磐湯本温泉㈱

　・山海館

卸売業

不動産事業
管理委託
◎ ㈱ｸﾚｽﾄﾋﾞﾙ

◎ ㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

◎ ㈱ｼﾞｪｲ･ｱｲ･ﾋﾟｰ

◎ いわき紙器㈱

◎ 常磐ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工業㈱

◎ 常磐ﾊﾟｯｹｰｼﾞ㈱ ◎ 常磐興産ﾋﾟｰｼｰ㈱ ◎ 常磐港運㈱

◎ ㈱常磐製作所 ◎ ㈱ﾃｸﾉ･ｸﾚｽﾄ

◎ ㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ ◎ ㈱常磐メンテック

◎ ㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

○ 常磐開発㈱

○ 常興電機㈱

○ 地質基礎工業㈱

◎　連結子会社

○　持分法適用会社

その他の事業

建設・土木業

製造関連事業

不動産事業

観光事業

当　　社

顧　　　　　　　客

製造関連事業

製
造
委
託

石
油
卸

工
事
発
注

資
材
供
給

その他の事業
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経  営  方  針 
 
１．会社の経営の基本方針 
    当社グループは、「総親和、総努力による顧客主義・人間主義・品質主義を基本として社業の

発展を図り社会に貢献する」ことを経営理念として、観光事業への経営資源の集中を行うととも

に企業グループの再編・強化を積極的に進め、収益性の確保とその極大化の推進により経営

基盤の安定と収益の向上を図り、常に「顧客」・「株主」ひいては「社会」にご満足いただけるサ

ービスや新しい価値を提供し続けられる企業を目指しております。 
 
 ２．会社の利益配分に関する基本方針 
    利益配分に関しましては、内部留保金についてスパリゾートハワイアンズへの設備投資や有利

子負債の返済資金にできる限り優先的に充当して、収益力の向上と財務体質の強化を図りな

がら、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案するとともに連結業績を重視し、株主に

対する安定的・継続的な収益還元を行うことを経営上の重要施策としております。 
 
 ３．中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 
    当社は、コア事業である観光事業に経営資源を集中して事業の発展・収益力の確保・向上に

努め、単体での経営体質の健全化を図るとともに、連結企業経営をベースとした価値の拡大に

重点をおいた施策を進めてまいります。 
    当社グループでは３ヵ年中期経営計画の最終年を迎えるにあたり、その目標達成に向け全力

で取り組んでおります。この計画は観光事業への経営資源の集中、事業キャッシュフローの最

大化と借入金の圧縮、グループ再編によるシナジー効果の創造によって各社の自立化を目指

すことを基本方針としております。 
    こうした方針の下に、引続き観光事業に対して経営資源を重点投下し、一層魅力ある温泉テ

ーマパークを目指すとともに、首都圏からの利用者拡大のため精力的に販促活動を推進し、さ

らに市内観光周遊プランの浸透に努める等地元と一体化した集客活動に注力してまいります。

また、グループ再編の一環として本年 12 月 21 日開催予定の臨時株主総会において株主様に

ご承認いただくことを条件に、当社開発事業部が行っている不動産事業を平成 18年 2月１日を

期日として 100％子会社株式会社ＪＫリアルエステートに吸収分割の方法により承継することとい

たしました。このことにより、資産の有効活用の促進や資産の一元管理ができ、迅速な意思決定

が可能となって、一層の効率的な経営が図れるものと考えております。こうして、当社グループの

基盤強化を図り企業価値を最大化していかなる経済情勢にも勝ち抜いていける企業を目指し

てまいる所存でございます。 
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４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 
  （１）基本的な考え方 
     コーポレート・ガバナンスにつきましては当社は、企業の社会性の観点から経営の健全性・公

平性・透明性の充実をその重要課題として取り組んでおります。 
（２）経営上の意思決定、執行及び監督に係るコーポレート・ガバナンス体制の状況 
   ①取締役会 
      取締役会は、取締役９名と少人数で構成され、重要事項の決定を行い取締役の業務の執

行状況を監督しております。取締役会は毎月１回開催され必要に応じて臨時取締役会を開

催する等機動的な意思決定がなされております。 
   ②内部監査及び監査役監査 
      内部の監査体制として、社長直属の内部監査室を設置し、業務執行の状況につき法令及

び定款並びに社内規程に基づいて適法適正に行われているかの監査を計画的に実施して

おります。その結果は、その都度代表取締役に報告され、代表取締役はその実態を把握し、

業務の執行を監視するとともに必要に応じて改善指示等が行われる体制を採っております。 
      当社は、監査役制度を採用しており、監査役４名で構成され、うち３名は弁護士及び公認

会計士を含む社外監査役であります。監査役は取締役会をはじめとする経営上の重要な会

議に出席し適宜意見を述べるほか、内部監査室監査と連携する等当社のみならず子会社を

含めたグループ各社の業務執行の監査を行っております。 
      また、監査役監査を有効かつ効率的に実施するため、監査役は監査役会での情報の共有

化をはじめ、内部監査室および会計監査人と情報交換するとともに、会計監査人が実施する

各事業部・グループ会社監査に立ち会うなど、緊密な連携を図っております。 
   ③会計監査の状況 
      当社の会計監査を担当する会計監査人として、新日本監査法人と契約を結んでおり、会

計監査を受けております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監

査法人名は以下のとおりです。 
公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

大石   暁 
内田 英仁 

指定社員 
業務執行社員 

打越   隆 

 
新日本監査法人 

 
    監査業務の補助者の構成につきましては公認会計士２名、会計士補９名からなっております。 
 
   ④内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 
      各業務執行が法令および定款に適合し、かつ効率的に行われることを確保するため経営

上の重要な事項について取締役会での十分な審議を尽くし、適正に意思決定を行っており

ます。 
      複合事業形態をとる当社の業務執行面では、事業経営を迅速・確実に推進していくため

に事業部制をとっており、事業に関する収益等の運営について事業部長に権限と責任を持

たせ、業務執行体制の強化を図っております。 
      また、内部監査室監査により企業活動全般のコンプライアンスの一層の徹底を図っており
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ます。さらに重要な契約等当社の経営成績に影響を及ぼす重要事項につきましては顧問弁

護士・顧問税理士からその専門的立場に立ったアドバイスを受け、経営判断の適法性・適正

性の確保に努めております。 
 
 ＜コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制＞ 

 
 
⑤当社と社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

      当社と社外監査役との資本的関係、取引関係等はございません。 

 ⑥コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

      当社グループ各社は昨年より、取締役の任期を 2 年から 1 年に短縮いたしました。取締役

の経営責任を明確にするとともに、厳しい経営環境に迅速に対応できる体制を構築すること

で、業績向上を図ることを目指したものであります。 

      さらにグループ会社に関しましては、定期的にグループ会議を開催し、各社の事業状況の

報告や今後の事業方針等意見交換を図っております。 

      また、株主・投資家に対する情報開示につきましては、経営の透明性の観点から毎月当社

の各事業部門の月次売上高と基幹事業であるレジャーリゾート事業部門のご利用者数をも

開示し、併せて四半期決算情報その他ニュースリリースをはじめとして当社情報を自社ホーム

ページに掲載しＩＲ情報の拡大・充実に努めております。今後も適宜公正な情報開示を進め

てまいりたいと存じます。 
  
 ５．親会社等に関する事項 
    該当事項はありません。 
 

株 主 総 会 

監査役会 
監査役（4名） 

取締役会 
取締役（9名） 

会計監査人 
公認会計士 

会計監査 

指導・助言 
弁護士 

代表取締役 

内部監査室 

各事業部 

監査 

監査 

監督 

監査 
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経営成績及び財務状態 
 
 １．当中間連結会計期間の状況 

   当中間連結会計期間の我が国経済は、好調な企業収益に支えられ、設備投資は引続き拡大

するとともに、雇用情勢の改善、所得環境の明るさを反映し、個人消費は底堅さを示す等景気は

緩やかな回復基調で推移いたしました。 

   このような経済環境のなか、当社グループは引続き財務体質の改善に努めてまいりました。観光

事業におきましては、４月に関連子会社の事業内容を直営とすることとし、さらに５月には当社

100%子会社㈱山海館を当社に吸収合併し、一層の効率的経営、収益の増大を図る体制を構築

いたしました。また、引続きテレビＣＭ等による販促活動、市内観光周遊とのセットプランを始めと

する付加価値のある新商品の提供等により集客に努めました。また、卸売業の石炭部門におきま

しては電力向け販売数量が減少し、建設･土木事業をはじめとするその他の事業におきましては、

公共投資の抑制、原油価格の高騰等の影響により厳しい状況で推移いたしました。 

   この結果、当中間連結会計期間の連結業績につきましては、売上高は 221 億 1 百万円（前年

同期比 15億 98百万円、6.7%減）、営業利益は販売用不動産の売却減少に伴い 14億 65百万円

（前年同期比 3億 41百万円、18.8%減）、経常利益は9億 9百万円（前年同期比 4億 26百万円、

31.8%減）、中間純利益は減損損失を特別損失として計上したことに伴い 2 億 23 百万円（前年同

期比 2 億 90 百万円、56.5%減）となりました。 

    

  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

 

【観光事業】 

 スパリゾートハワイアンズにおきましては、愛知万博の集客が当初予想以上の好結果により、一極

集中型の国内旅行動向となる等大変厳しい環境下で推移いたしました。 

 このようななか、首都圏をターゲットとしたテレビＣＭによる広告宣伝活動、同じく首都圏の営業提

携店舗の拡大を図るなど販促体制を強化いたしました。また、本年 1 月 15 日でスパリゾートハワイア

ンズは創業 40 周年を迎え、記念イベントを積極的に展開いたしました。 

 これらにより、9 月単月といたしましては、昨年に続き昭和 41 年 1 月オープン以来の最高ご利用者

数を更に上回ることができ、スパリゾートハワイアンズの利用者数は 905 千人（前年同期比 42 千人、

4.9％増）、1 人あたりの利用単価は 3,241 円（前年同期比 17 円、0.5％減）となりました。 

 一方、宿泊部門におきましては、多様化する顧客ニーズに対応するため、周遊型・目的型の選択

型商品を提供するなど、積極的な営業展開を図りました。これらの結果、ホテルハワイアンズ、ウイル

ポート並びにクレスト館の合計宿泊者数は 191 千人（前年同期比 9 千人、5.1％増）、1 人あたりの利

用単価は、15,274 円（前年同期比 532 円、3.3％減）となりました。 

 ホテルクレスト札幌におきましては、インターネット旅行業者への積極的な参画、顧客ニーズに対応

した極め細やかな企画商品の提供等により、高い客室稼働率（77.8％）を維持し、増収となりました。 

 クレストヒルズゴルフ倶楽部におきましては、ゴルフプレー人口の横這い、いわき市での激烈な価格

競争のなか、宿泊部門とタイアップした宿泊ゴルフパック商品、特に東京駅からの 1 泊 2 プレーの無
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料送迎バスが大好評を得、来場者数は 26 千人（前年同期比 5 千人、27.5％増）となり、増収となりま

した。また、山海館の宿泊者数は 4 千人（前年同期比 1 千人、23.5％減）となりました。 

 この結果、当部門の売上高は 69 億 90 百万円（前年同期比 2 億 41 百万円、3.5％増）、営業利益

は、14 億 71 百万円（前年同期比 4 億 45 百万円、43.4％増）となりました。 

 

 

【製造関連事業】 

 包装部材製造部門におきましては、原油価格の高騰による原燃料価格の値上げが加速する厳し

い環境にありました。 

 このような状況のなか、多様化・高度化する顧客ニーズを先取りし、サービス・企画提案を重点とし

た営業活動を展開いたしました。その結果、紙袋製品の主力米袋が販売増となり、さらに自動車・デ

ジタル家電関連の緩衝材が引続き好調に推移いたしました。また経営資源を活用したリターナブル

商品販売を開始するなど新たな取組みを開始いたしましたものの、段ボールケースにおいて、得意

先の中国を始めとする海外への生産シフトの影響や仕入販売商品の取扱品目の一部絞込みを行っ

た影響等により、減収となりました。 

 鉄鋼機械部門につきましては、前年に引続き海外への輸出が増加し、国内においても１０月からの

新排ガス規制による船舶、トラック、産業機械関連の受注が好調に推移するとともに、火力発電所向

けの提案型の改良工事や点検、修繕工事を受注いたしました。 

 この結果、当部門の売上高は、44 億 30 百万円(前年同期比 1 億 23 百万円、2.7%減)、営業利益

は、2 億 68 百万円(前年同期比 38 百万円、12.4%減)となりました。 

 

 

【建設・土木事業】 

 PC(プレストレスト・コンクリート)事業部門におきましては、国や地方公共団体の公共事業の発注量

の大幅減少に伴い業者間競争が激化し、さらに鉄鋼・石油関連製品等の基礎素材価格も引続き上

昇するなど、厳しい環境下で推移いたしました。このようななか、コスト低減に注力し、民間工事部門

での建築部材製作等の積極的な営業活動を行うとともに、大型物件の早期受注に努めましたものの、

橋梁関係の工事発注遅延の影響により大幅な減収となりました。 

 また民間工事を主体とするその他の事業部門につきましては、大型物件の受注や移動体関連工

事が堅調に推移したことにより増収となりました。 

 この結果、当部門の売上高は、26 億 31 百万円(前年同期比 5 億 32 百万円、25.3%増)、営業損失

は、3 億 38 百万円(前年同期比 1 億 25 百万円、58.9%増)となりました。 
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【卸売業】 

 石炭部門につきましては、昨年度のタイトな需給状況を反映し、石炭価格は引続き高値基調にて

スタートいたしましたものの、各産炭国の生産増及び安定したデリバリー等の順調な供給環境を背景

に市況は軟化傾向にて推移いたしました。このようななか、主要納入先であります電力向け等への積

極的販売に努めましたものの、競争入札機会の大幅な縮小及び中国炭の価格競争力低下等の影

響を受け販売数量が大幅に減少し、減収となりました。 

 石油部門につきましては、原油価格高騰の影響を受け、石油製品価格の上昇並びに需要減少と

厳しい環境で推移するなか、主要納入先であります電力向け販売数量の増及び製品価格の上昇に

より、増収となりました。 

 セメント・生コン・建材等につきましては、主力営業地区であります福島県内における公共事業及び

建設工事が回復基調で推移するなか、大型物件への資材納入並びに積極的な受注活動によりまし

て、増収となりました。 

 この結果、当部門の売上高は、62 億 83 百万円(前年同期比 14 億 10 百万円、18.3%減)、営業利

益は、48 百万円(前年同期比 3 百万円、6.2%減)となりました。 

 

 

【不動産事業】 

 賃貸部門につきましては、企業の業績回復を背景に首都圏や大都市の大規模オフィスビルを中心

に好調に推移しましたものの、既存中小ビルの需給は依然改善されない状況のなか、首都圏並びに

札幌の所有ビルにつきましては「銀座クレストビル」をはじめ、概ね堅調に推移いたしました。 

 分譲部門につきましては、販売用不動産の売却を進めましたものの、前期に比し売上高は大幅に

減少いたしました。 

 この結果、当部門の売上高は、7 億 37 百万円(前年同期比 8 億 34 百万円、53.0%減)、営業利益

は、2 億 92 百万円(前年同期比 6 億 42 百万円、68.7%減)となりました。 

 

 

【その他の事業】 

 港湾運送部門につきましては、主力取扱品目の石炭、セメント、一般貨物とも堅調な荷動きにて推

移し、増収となりました。また石油小売部門におきましては、原油価格の高騰を受け、石油元売社か

らの販売価格が上昇し大口ユーザーへの納入減や納入停止等厳しい環境にて推移いたしました。

さらに、大手石油元売の事業所閉鎖等の影響もあり、減収となりました。自動車部門におきましては、

整備部門において大型車は堅調なものの、一般乗用車の競争が激しく入庫台数が減少し、全体とし

て減収となりました。 

 この結果、当部門の売上高は、10 億 28 百万円(前年同期比 4 百万円、0.4%減)、営業利益は、38

百万円(前年同期比 18 百万円、90.0%増)となりました。 
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２．通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、原油価格の高騰による影響等不透明な要因はあるものの、設備

投資・個人消費を中心とする民間内需も堅調に推移する等景気は緩やかながらもなお回復基調

で進むものと予想されます。 

   このような状況下で当社グループは、引続き財務体質の改善を図るとともに、グループ全体の経

営効率化に努めてまいります。 

   観光事業部門につきましては、スパリゾートハワイアンズにおいて創業 40 周年記念イベントを引

続き展開し、広告宣伝の充実を図るとともに、さらなる集客増を目指してまいります。 

   また、建設・土木事業をはじめとした他の事業部門につきましては、受注拡大に注力し、提案型

営業を進めるとともに、さらなるコスト削減に努める等安定的な収益の基盤強化に努めてまいりま

す。 

  当社グループといたしましては、グループ全体の効率的経営を図るため企業再編を含めた諸施

策を実施してまいります。その一環として不動産事業部門の会社分割について臨時株主総会に

上程させていただくこととにいたした次第です。 

   さらに、最終年を迎えた中期経営計画の目標必達に全力を傾注し、安定的な収益を確保でき

る企業体質の構築に努めてまいる所存でございます。 

   通期連結業績見通しにつきましては、売上高 484 億円、経常利益 11 億円、当期純損失 15 億

円を見込んでおります。 

 

 

３．財政状態 

(キャッシュ・フロ－の状況) 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、3,859 百万円と前中間連結会計期間に

比べ 1,489 百万円の減少となりました。当社及びグル－プ各社におきましては、中期経営計画の方

針の下、スパリゾートハワイアンズを中核とする観光事業主体の企業として収益力向上を図るとともに、

キャッシュフローの最大化と資産の売却促進による有利子負債の圧縮により、財務体質の改善に努

めております。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロ－) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金は、1,758 百万円(前中間連結会計期間 442

百万円)となりました。これは主に、観光事業の主力である「スパリゾ－トハワイアンズ」におきまして、

創業４０周年イベントの展開に加えて、首都圏をターゲットとしたテレビＣＭによる広告宣伝活動や営

業提携店舗の拡大を図るなど販促体制の強化に努めるとともに多様化する顧客ニーズに対応する

ため、周遊型・目的型の選択型商品を提供するなど積極的な営業展開を図ることによりキャッシュフ

ローの増大に努めました。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロ－) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金は、△454 百万円(前中間連結会計期間 △

529 百万円)となりました。これは主に観光事業を中心とした設備維持更新等の環境整備による支出

△653 百万円によるものであります。 
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(財務活動によるキャッシュ・フロ－) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金は、△819 百万円(前中間連結会計期間

1,014 百万円 )となりました。これは主に有利子負債の圧縮によるものであります。 

 

当社グル－プのキャッシュ・フロ－指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 当中間連結会計期

間(平成 17 年 9 月)

前中間連結会計期

間(平成 16 年 9 月)

前連結会計期間  

(平成 17 年 3 月) 

自己資本比率(％) 20.2 18.2 19.4

時価ﾍﾞ-ｽの自己資本比率

(％) 
19.9 14.9 20.3

債務償還年数(年) 26.1 116.0 38.4

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ(倍) 3.4 0.8 1.1

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベ－スの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロ－ 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロ－／利払い 

※いずれも連結ベ－スの財務数値より計算しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。 

※営業キャッシュ・フロ－及び利払いは、連結キャッシュ・フロ－計算書に計上されている「営業活動

によるキャッシュ・フロ－」及び「利息の支払額」を用いております。 

 

 

４．事業等のリスク 

   当社グループ経営活動において財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスク

は、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間

末現在において当社グループが判断したものであります。 

 

 ①食品リサイクル法及び容器包装リサイクル法について 

    平成１３年５月１日に食品廃棄物の排出の抑制及び有効利用を図ることを目的として「食品循

環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル法）が、また平成９年４月１日に「容

器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（容器包装リサイクル法）が施行

されました。食品リサイクル法によれば、事業活動に伴い食品廃棄物を発生させる食品関連事

業者には、食品廃棄物の発生の抑制、肥料や飼料などへの再生利用及び減量（再生利用等）

の実施率を、平成１８年度までに２０％に向上させることが求められています。また、容器包装リ

サイクル法によれば、容器包装を利用又は製造等している事業者に対し、再商品化（リサイク

ル）の義務を定めております。 
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食品及び容器包装の廃棄物処理費用につきましては、今後漸次上昇することが予想されて

おり、これに応じて処理費用が増加する可能性があります。 

 

 ②衛生管理について 

    当社グループはホテル事業を営んでおりますが、お客様に安全な食品を提供するために、保

健所で行っております衛生検査のみならず、必要に応じ随時様々な検査を実施しております。

温泉施設におきましても、各浴槽は自動塩素滅菌装置を設置しコンピューターによる常時監視

記録を行っております。厚生労働省の衛生管理の指針で定められている年１回以上の浴槽水

質検査を実施し、結果を保健所に報告しております。 

    さらに、こうした管理に加え衛生コンサルタントによる外部チェックも実施する等、食品衛生及

び環境衛生の管理については経営の最重要課題として今後とも取り組んでまいります。 

    当社グループは、一層衛生管理に留意していく方針でありますが、近年の食品及び食品素材

に関する安全性に対する意識の高揚により、仕入先における添加物の使用の有無等食品製造

工程に対する不信等の社会的問題が発生した場合、また当社による重大な食品事故が発生し

た場合には、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 ③個人情報の管理について 

    当社グループの基幹事業は、サービス業であり顧客の機密情報に触れる機会が多いことから、

機密を保持するために、当社社員に対し厳しく指導を行うとともに外注先企業に対しては機密

保持契約の締結を行う等対策を講じております。さらに、システムの見直しを進めるとともに、個

人情報については担当者は常に知り得る立場にあることから、こうした社員に対し徹底したモラ

ル教育を行ってまいります。 

    しかしながら、万一情報が漏洩するような事態が発生しますと、顧客からのクレームはもちろん

損害賠償請求の対象にもなりかねず、さらには当社の社会的信用は失墜しその後の事業展開

や財務状態に影響を与える可能性があります。 

 

④製造物責任について 

    当社グループが提供する商品等には、提供時点では発見できない何らかの欠陥が存する可

能性があります。提供商品については、内部で検査し欠陥を未然に発見するよう努めておりま

すが、万が一後に欠陥が発見され顧客に深刻な損失をもたらした場合、当社グループの収益

や社会的評価、信頼が低減するのみならず、利用者の減少や補償負担の増加等を生じさせ、

当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 ⑤特定顧客への依存について 

    当社グループにおきましては、特定会社１社からの受注が売上高全体の 2 割超を占めており

ます。 

    したがいまして、今後同社の事業方針の変更があった場合や競合他社の競争力が高まった

場合、さらには当社が商品を納入するに当って同社の信頼を損なうような問題を発生させた場

合等、何らかの事情により同社との取引が大幅に減少もしくは喪失する事態となった場合は、当

社業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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 ⑥建設業における訴訟リスクについて 

   当社グループは、瑕疵担保責任、製造物責任、独占禁止法等に抵触した場合、訴訟を提起

される可能性があり、その動向により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 ⑦自然災害について 

    地震等による自然災害によって、当社グループの拠点に甚大な損害を受ける可能性がありま

す。近時東北地方には地震が相次いで起きており、当社グループの最大の経営資源である温

泉が地震等により枯渇するような事態に至った場合やその施設が崩壊してしまう場合には、当

社グループの基幹事業が壊滅的な損害を被ることになり経営に相当の影響を及ぼすことになり

ます。また、他の製造部門におきましても、操業が中断し、生産および出荷が遅延する等売上

に影響を及ぼし、さらには製造部門の修復等の多大な費用を要する可能性があります。 

 

 ⑧金利の変動リスクについて 

   当社グループは、金融機関等から資金調達しており、変動金利で調達している部分がありま

す。 

    今後、引続き財務体質の改善に努めてまいりますが、急激かつ大幅な金利変動が生ずれば、

金利負担という事業経費の増大を招来し、財務状況に大きな影響を与える可能性があります。 

 

 ⑨減損会計導入について 

    当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」が平成 18年 3月期より強制適用となり、

7 億 9 百万円の減損損失を計上いたしました。今後一層の時価下落や資産の収益性悪化等

により減損損失を認識した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 ⑩株式売却に伴う株価の変動について 

    当社の株式を保有している企業の中には、保有株式を売却し削減する予定である旨公表して

いる企業があり、こうした企業による売却により他の企業の当社株式売却が誘発促進されること

も想定されます。こうして当社株式の多くが急激に売却された場合には、当社株式の株価に影

響を及ぼす可能性があります。 

 

 ⑪じん肺に係る和解金支払について 

   当社は、炭鉱じん肺損害賠償請求訴訟（いわき及び水戸）につきまして平成８年に原告と和

解をいたしました。内容は、一定の基準まで進行した原告については和解金並びに解決金を支

払い、一定の基準に達しない原告については見舞金を支払うというものです。一定の基準に達

しない原告が当該基準まで進行した場合には、和解条項の基準に基づく和解金額と既に支払

済の見舞金との差額を支払うことになっております。 

   したがって、そうした原告が同一年度に相当数に上る事態に至った場合には、業績に影響を

与える可能性があります。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円未満切捨表示)

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成17年9月30日現在) (平成16年9月30日現在) (平成17年3月31日現在)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ 12,097 16.0 14,413 18.4 10,720 14.5

3,915 5,460 3,686

4,494 4,869 4,907

35 358 34

2,076 1,947 1,535

1,614 1,819 609

△ 37 △ 42 △ 53

Ⅱ 63,466 84.0 63,935 81.6 63,059 85.4

54,052 71.5 56,184 71.7 55,114 74.6

20,815 21,754 21,350

1,362 1,464 1,381

403 441 393

31,468 32,308 31,988

1 215 -

136 0.2 146 0.2 142 0.2

136 146 142

9,277 12.3 7,604 9.7 7,802 10.6

7,839 6,064 6,331

1,096 175 136

1,448 1,541 1,463

△ 1,106 △ 176 △ 129

Ⅲ 18 0.0 30 0.0 30 0.1

18 30 30

75,582 100.0 78,379 100.0 73,809 100.0

貸 倒 引 当 金

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資産

投 資 有 価 証 券

資  産  合  計

長 期 貸 付 金

繰 延 資 産

そ の 他

社 債 発 行 費

機械装置及び運搬具

受取手形及び売掛金

期  別    

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

(資  産  の  部)

有 価 証 券

た な 卸 資 産

有 形 固 定 資 産
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（単位：百万円未満切捨表示)
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成17年9月30日現在) (平成16年9月30日現在) (平成17年3月31日現在)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％ ％

(負  債  の  部)

Ⅰ 37,129 49.1 32,892 42.0 30,913 41.9

3,323 3,759 3,278

26,981 23,933 21,983

946 740 906

1,500 881 1,774

89 99 115

335 352 444

3,953 3,126 2,411

Ⅱ 22,992 30.5 31,059 39.6 28,398 38.5

1,128 1,527 1,621

16,870 25,190 22,201

2,328 2,409 2,377

16 20 18

2,087 1,180 1,475

58 186 187

192 200 212

246 225 248

64 118 57

60,122 79.6 63,951 81.6 59,312 80.4

（少数株主持分）

160 0.2 139 0.2 149 0.2

（資 本 の 部）

Ⅰ 10,221 13.5 10,221 13.0 10,221 13.8

Ⅱ 1,764 2.3 1,763 2.3 1,764 2.4

Ⅲ 776 1.0 817 1.0 530 0.7

Ⅳ 81 0.1 272 0.3 274 0.4

Ⅴ 2,617 3.5 1,389 1.8 1,718 2.3

Ⅵ △ 162 △ 0.2 △ 177 △ 0.2 △ 160 △ 0.2

15,299 20.2 14,287 18.2 14,347 19.4

負債・少数株主持分及び資本合計 75,582 100.0 78,379 100.0 73,809 100.0

社 債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

１ 年 以 内 償 還 社 債

自 己 株 式

資 本 合 計

期  別    

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

繰 延 税 金 負 債

預 り 保 証 金

再評価に係る繰延税金負債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

長 期 借 入 金

固 定 負 債

連 結 調 整 勘 定

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金
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中 間 連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円未満切捨表示)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成17年9月30日 至 平成16年9月30日 至 平成17年3月31日
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

％ ％

Ⅰ 22,101 100.0 23,700 100.0 46,112 100.0

Ⅱ 18,121 82.0 18,958 80.0 38,240 82.9

3,979 18.0 4,741 20.0 7,872 17.1

Ⅲ 2,514 11.4 2,935 12.4 5,589 12.1

1,465 6.6 1,806 7.6 2,282 5.0

Ⅳ 83 0.4 216 0.9 448 1.0

1 7 10

59 44 57

2 2 4

- 114 311

21 46 64

Ⅴ 639 2.9 686 2.9 1,457 3.2

498 551 1,089

43 - -

97 134 367

909 4.1 1,335 5.6 1,273 2.8

Ⅵ 25 0.1 51 0.2 480 1.0

1 51 56

1 - 408

22 - 16

Ⅶ 753 3.4 808 3.4 1,370 3.0

43 695 884

709 - -

- 14 50

- 8 5

- 49 49

- 41 83

- - 102

- - 195

181 0.8 578 2.4 383 0.8

62 0.3 50 0.2 66 0.1

△ 118 △ 0.5 △ 8 △ 0.0 62 0.1

14 0.0 22 0.1 27 0.1

223 1.0 514 2.1 226 0.5

事 業 整 理 損

少数株主利益（△損失）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

税金等調整前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

退職給付会計基準変更時差異

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

シ ス テ ム 移 行 関 連 費 用

固 定 資 産 売 却 除 却 損

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

減 損 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

　　　期　　別

　科　　目

％

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円未満切捨表示)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成17年9月30日 至 平成16年9月30日 至 平成17年3月31日
金  額 金  額 金  額

Ⅰ 1,764 1,763 1,763

Ⅱ

- - - - 0 0

Ⅲ 1,764 1,763 1,764

Ⅰ 530 449 449

Ⅱ

223 514 226

192 416 - 514 - 226

Ⅲ

144 144 144

- 2 2

25 169 - 146 - 146

Ⅳ 776 817 530

資 本 剰 余 金 増 加 高

自 己 株 式 処 分 差 益

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

　　　期　　別

　科　　目

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

資本剰余金中間期末（期末）残高

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

利 益 剰 余 金 期 減 少 高

利益剰余金中間期末（期末）残高

配 当 金

連結子会社減少による減少高

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額
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(単位:百万円未満切捨表示)

期　　　別　　

　　科　　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 181 578 383
減価償却費 740 779 1,572
減損損失 709 　　　　　          ― 　　　　　          ―
連結調整勘定償却額 △ 2 △ 2 △ 4
貸倒引当金の減少額 △ 6 △ 18 △ 20
賞与引当金の減少額 △ 55 △ 143 △ 51
退職給付引当金の増加額・減少額（△） △ 2 8 20
役員退職慰労引当金の増加額・減少額(△) △ 1 12 34
受取利息及び受取配当金 △ 60 △ 52 △ 67
支払利息 498 551 1,089
社債発行費償却 11 9 23
持分法による投資利益 　　　　　          ― △ 114 △ 311
持分法による投資損失 43 　　　　　          ― 　　　　　          ―
固定資産売却益 △ 1 △ 51 △ 56
固定資産売却除却損 43 695 884
投資有価証券売却損益 △ 1 14 △ 358
投資有価証券評価損 　　　　　          ― 8 5
ゴルフ会員権評価損 　　　　　          ― 49 49
売上債権の減少額 391 198 154
たな卸資産の増加額(△)・減少額 △ 550 △ 336 74
その他流動資産の増加額（△）・減少額 △ 988 △ 1,112 116
仕入債務の増加額・減少額（△） 141 △ 849 △ 567
未払消費税等の増加額・減少額(△) △ 187 △ 177 29
その他流動負債の増加額・減少額（△） 1,393 903 △ 695
預り保証金の減少額 △ 34 △ 33 △ 66
その他 △ 6 64 84
小計 2,258 980 2,325

利息及び配当金の受取額 69 70 84
利息の支払額 △ 508 △ 529 △ 1,089
法人税等の支払額 △ 60 △ 79 △ 104
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,758 442 1,215

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 92 65 132
定期預金の預入による支出 △ 48 △ 72 △ 127
固定資産の取得による支出 △ 653 △ 757 △ 1,100
固定資産の売却による収入 12 61 567
投資有価証券の取得による支出 △ 3 △ 5 △ 8
投資有価証券の売却による収入 10 176 1,311
貸付けによる支出 △ 0 △ 4 △ 8
貸付金の回収による収入 137 8 18
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 454 △ 529 785

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金純増加額・減少額（△） 5,765 △ 1,843 △ 3,765
長期借入れによる収入 95 9,153 12,689
長期借入金の返済による支出 △ 6,193 △ 6,064 △ 12,616
社債発行による収入 　　　　　          ― 264 880
社債償還による支出 △ 453 △ 343 △ 713
有価証券の貸付による収入 212 　　　　　          ― 841
有価証券の返還による支出 △ 93 　　　　　          ― 　　　　　          ―
自己株式の取得による支出 △ 2 △ 1 △ 3
自己株式の売却による収入 　　　　　          ― 　　　　　          ― 4
配当金の支払額 △ 142 △ 144 △ 144
少数株主への配当金の支払額 △ 6 △ 6 △ 6
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 819 1,014 △ 2,833

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 1 0
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 485 928 △ 832
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 3,587 4,419 4,419
Ⅶ 連結子会社除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 213 　　　　　          ― 　　　　　          ―
Ⅷ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 3,859 5,348 3,587

当中間連結会計期間

自　平成17年４月 1日

至　平成17年９月30日

金　　　　　　　額

至　平成16年９月30日

中間連結キャッシュ・フロー計算書

金　　　　　　　額

前連結会計年度

自　平成16年４月 1日

至　平成17年3月31日

金　　　　　　　額

前中間連結会計期間

自　平成16年４月 1日
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子社数         14社 

連結子会社の名称      ㈱ホテルクレスト札幌、常磐パッケージ㈱、いわき紙器㈱、㈱ジェイ・アイ・

ピー、常磐プラスチック工業㈱、㈱常磐製作所、㈱常磐エンジニアリング、  

常磐興産ピーシー㈱、㈱テクノ・クレスト、常磐メンテック㈱、㈱茨城サー  

ビスエンジニアリング、㈱クレストビル、㈱クレストコーポレーション、常磐

港運㈱ 

                なお、㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱ジェイ・ケイ・スタッフ、

㈱クレストヒルズの３社は休眠会社となり重要性が乏しくなったため、また、

㈱山海館は、平成 17 年５月１日に当社と合併したため、連結の範囲から除外

しております。 

                また、㈱シーエス・メンテックは、平成 17 年６月１日に商号を、常磐メン

テック㈱に変更しております。 

(2)非連結子会社数        ５社 

 非連結子会社の名称         ㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱ジェイ・ケイ・スタッフ、㈱クレス

トヒルズ、㈱ジェイ・ケイ・インフォメーション、医療法人 常磐会 

      (3)非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

     非連結子会社の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は小規

模であり中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

  ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用関連会社数 ４社 

    持分法適用関連会社の名称  常磐開発㈱、地質基礎工業㈱、常興電機㈱、常磐湯本温泉㈱ 

(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況 

  主要な会社の名称      ㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱ジェイ・ケイ・スタッフ、㈱クレス

トヒルズ、㈱ジェイ・ケイ・インフォメーション、医療法人 常磐会、白石開

発㈱ 

(3)持分法を適用しない理由 

  持分法を適用していない非連結子会社５社及び関連会社３社はそれぞれ中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。 

 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  すべての連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 
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 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

 イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 時価のあるもの ･････････････中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

             （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

              時価のないもの ････････････････････････････････ 総平均法による原価法 

ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  販売用不動産及び未成工事支出金････････････････････････････････････個別法による原価法 

上記以外のたな卸資産････････････････････････････････････主として総平均法による原価法 

                            （一部移動平均法による原価法） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産    紙製容器の製造設備及び主な連結子会社の資産は定率法（ただし、平成10年４

月以降取得した建物（附属設備は除く）については定額法）を採用し、スパリゾ

ートハワイアンズの施設、賃貸用ビル、プレストレスト・コンクリート及びその

他のコンクリート二次製品の製造設備、ゴルフ事業資産並びに一部の連結子会社

の資産は定額法を採用しております。 

無 形 固 定 資 産  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金  貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

賞 与 引 当 金    従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として 10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

       外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 
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      (5)重要な収益の認識基準 

      ＰＣ事業の請負工事の収益認識基準として、工事完成基準を採用しておりますが、一定規模をこえる長期

請負工事（工期１年以上、請負金額１億円以上）については、工事進行基準を適用しております。 

 (6)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

       (7)重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理

を採用しております。 

       (8)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等は期間費用としており

ます。 

         ロ 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

       手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

        当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は709百万円減少しております。 

        なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

  
※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
29,394百万円

  

  
※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
28,594百万円

  

  
※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
28,874百万円

  
※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

(1)観光施設財団 (1)観光施設財団 (1）観光施設財団 
  

建物 9,580百万円

構築物 3,330 

土地 12,877 

計 25,788 
  

  
建物 9,515百万円

構築物 3,455 

土地 12,877 

計 25,848 
  

  
建物 9,590百万円

構築物 3,488 

土地 12,877 

計 25,957 
  

(1)に対応する債務 (1)に対応する債務 (1)に対応する債務 
  

短期借入金及び

長期借入金 

15,500百万円

  

  
短期借入金及び

長期借入金 

15,500百万円

  

  
短期借入金及び

長期借入金 

15,500百万円

  
(2)工場財団 (2)工場財団 (2)工場財団 
  

建物 159百万円

構築物 3 

機械装置 64 

土地 793 

計 1,020 
  

  
土地 707百万円

  

  
建物 162百万円

構築物 3 

機械装置 67 

土地 793 

計 1,027 
  

(3)その他抵当権及び質権が設定されて

いる資産 

(3)その他抵当権及び質権が設定されて

いる資産 

(3）その他抵当権及び質権が設定され

ている資産 
  

建物 5,903百万円

土地 11,471 

有価証券 35 

投資有価証券 4,231 

 計 21,641 
  

  
建物 6,403百万円

土地 10,885 

たな卸資産 14 

有価証券 358 

投資有価証券 3,361 

 計 21,023 
  

  
建物 6,029百万円

土地 11,828 

有価証券 34 

投資有価証券 3,637 

 計 21,531 
  

(2)及び(3)に対応する債務 (2)及び(3)に対応する債務 (2)及び(3)に対応する債務 
  

短期借入金及び
長期借入金 

14,498百万円

買掛金 48 

計 14,546 
  

  
短期借入金及び
長期借入金 

18,615百万円

営業債務 77 

計 18,693 
  

  
短期借入金及び
長期借入金 

14,260百万円

買掛金 8 

計 14,269 
  

(4)短期借入金及び長期借入金3,197百

万円は、未特定物件担保留保条項

が付されております。 

(4)短期借入金及び長期借入金5,332百

万円は、未特定物件担保留保条項

が付されております。 

(4)短期借入金及び長期借入金4,265百

万円は、未特定物件担保留保条項

が付されております。 
  
 ３．受取手形割引高 716百万円
  

  
 ３．受取手形割引高 554百万円
  

 
 ３．受取手形割引高 748百万円
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（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

(1)販売費 (1)販売費 (1)販売費 
  
運賃諸掛 152百万円 

給与賃金 459 

賞与引当金繰入額 72 

広告宣伝費 318 

減価償却費 12 

誘客費 297 

貸倒引当金繰入額 20 
  

  
運賃諸掛 116百万円

給与賃金 670 

賞与引当金繰入額 84 

広告宣伝費 337 

減価償却費 7 

誘客費 284 
  

  
運賃諸掛 216百万円

給与賃金 1,289 

賞与引当金繰入額 103 

広告宣伝費 527 

減価償却費 13 

誘客費 543 

貸倒引当金繰入額 10 
  

(2)一般管理費 (2)一般管理費 (2)一般管理費 
  
給与賃金 157 

賞与引当金繰入額 27 
  

  
給与賃金 194 

賞与引当金繰入額 28 
  

  
給与賃金 391 

賞与引当金繰入額 40 
  

※２．固定資産売却益の主な内訳は次のと

おりであります。 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

※２．固定資産売却益の主な内訳は次のと

おりであります 
  
土地売却益 0百万円 

  

  
土地売却益 51百万円

  

  
土地売却益 51百万円

  
※３．固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。 

※３．固定資産売却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。 
  
建物売却損 4百万円 

土地売却損 5 
  

  
建物売却損 7百万円

土地売却損 7 
  

  
土地売却損 51百万円

  

※４．固定資産除却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

※４．固定資産除却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

※４．固定資産除却損の主な内訳は次のと

おりであります。 
  
建物除却損 4百万円 

構築物除却損 19 

機械装置除却損 7 
  

  
建物除却損 217百万円

構築物除却損 85 

機械装置除却損 342 

工具、器具及び備
品除却損 

28 

  

  
建物除却損 287百万円

構築物除却損 121 

機械装置除却損 347 
  

※５．減損損失 

    当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しておりま

す。 

※５．    ────── ※５．    ────── 

  

用途 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

ホテル 
北海道 

札幌市 
建物 200 

賃貸不動

産及び遊

休資産 

福島県い

わき市・

茨城県北

茨城市 

土地 317 

賃貸不動

産 

東京都 

中央区 
土地 190 
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当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    当社グループは、事業用資産につ

いては事業部門及びエリア別の単位

にて、賃貸不動産及び遊休資産につ

いては個々の物件単位でグルーピン

グを行なっております。 

    札幌のホテル事業においては、経

営環境の悪化により当初想定してい

た収益を見込めなくなったため、賃

貸不動産及び遊休資産においては、

近年の継続的な地価の下落に伴い、

市場価格が帳簿価額に対して著しく

下落したため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（709百万円）として特別損失

に計上しております。 

    なお、当資産グループの回収可能

価額は、正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定士による不動産

鑑定評価額（ただし、重要性の低い

物件は固定資産税評価額を基礎にし

た価額等）により算定しておりま

す。 

  

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成16年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）
  
現金及び預金勘定 3,915百万円 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△ 55 

現金及び現金同等物 3,859 
  

  
現金及び預金勘定 5,460百万円

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△111 

現金及び現金同等物 5,348 
  

  
現金及び預金勘定 3,686百万円

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△ 99 

現金及び現金同等物 3,587 
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リース取引の注記

１．　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額 期末残高

相 当 額 相 当 額

機械装置
及び運搬具

1,457 961 821 899 558

工具、器具
及び備品

392 194 262 275 255

そ の 他 177 75 70 64 89

合 計 2,027 1,231 1,154 1,238 902

　　(2)未経過リース料中間期末残高相当額

１ 年 以 内 269 百万円 326 百万円 309 百万円

１ 年 超 548 百万円 747 百万円 617 百万円

合　　計 818 百万円 1,074 百万円 927 百万円

　　(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 168 百万円 185 百万円 363 百万円

減価償却費
相 当 額

156 百万円 173 百万円 339 百万円

支 払 利 息
相 当 額

8 百万円 10 百万円 20 百万円

　　(4)減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　(5)利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
重要なオペレーティング・リース取引はありません。

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

期末残高

前中間連結会計期間

前中間連結会計期間

減価償却
累計額相
当額

495

198

当中間連結会計期間

102

前連結会計年度

前中間連結会計期間 前連結会計年度

前連結会計年度

1,457

530

153

減価償却
累計額相
当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高

796

1,476

相 当 額

175

2,201

相 当 額

549

相 当 額

取得価額

相 当 額

取得価額

2,141

655

287

104

1,047
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1 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日） （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

(1) 外部顧客に対する売上高 6,990 4,430 2,631 6,283 737 1,028 22,101 - 22,101

(2)
7 34 1 379 11 87 522 ( 522 ) -

6,997 4,465 2,633 6,663 748 1,116 22,624 ( 522 ) 22,101

5,525 4,196 2,972 6,615 456 1,078 20,844 ( 207 ) 20,636

1,471 268 △ 338 48 292 38 1,780 ( 314 ) 1,465

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日　至平成16年９月30日） （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

(1) 外部顧客に対する売上高 6,748 4,554 2,099 7,694 1,571 1,033 23,700 - 23,700

(2)
7 17 0 354 23 77 481 ( 481 ) -

6,756 4,571 2,099 8,048 1,594 1,110 24,181 ( 481 ) 23,700

5,730 4,264 2,312 7,997 660 1,090 22,056 ( 161 ) 21,894

1,025 306 △ 212 51 934 20 2,125 ( 319 ) 1,806

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日） （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

(1) 外部顧客に対する売上高 11,831 8,860 6,223 14,858 2,166 2,171 46,112 - 46,112

(2)
13 35 7 893 38 157 1,145 ( 1,145 ) -

11,844 8,895 6,230 15,751 2,205 2,329 47,257 ( 1,145 ) 46,112

10,700 8,385 6,281 15,604 1,111 2,273 44,357 ( 527 ) 43,829

1,143 509 △ 50 147 1,093 56 2,900 ( 618 ) 2,282営 業 利 益

連　結

売 上 高

計

営 業 費 用

不動産
事業

その他
の事業

計
消去又は
全社

営 業 利 益

観光事業
製造関
連事業

卸売業

売 上 高

計

卸売業
不動産
事業

セグメント間の内部売上高又
は　振替高

観光事業
製造関
連事業

消去又は
全社

連　結
その他
の事業

計

売 上 高

営 業 費 用

セグメント間の内部売上高又
は　振替高

営 業 利 益

計

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

観光事業
製造関
連事業

卸売業
不動産
事業

その他
の事業

計
消去又は
全社

連　結

営 業 費 用

セグメント間の内部売上高又
は　振替高
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（注） 1. 事業区分の方法

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その区分は次のとおりです。

2. 各区分の主な製品等

①観光事業 「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、「山海館」

②製造関連事業 ［包装関連］ 大型クラフト紙袋、段ボールケースの製造、プラスチック緩衝材

［機械鉄鋼］ 鋳鋼、鋳物、荷役運搬設備、自動制御機械、鉄鋼原料等

③建設・土木業 ［ＰＣ事業］ プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工

プレストレスト・コンクリート製品の製造、建設コンサルタント及び

測量設計

［建設・土木・電気工事］土木建築、電気工事

④卸売業 石炭、石油類、その他商品

⑤不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

⑥その他の事業 運輸、荷役

3. 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりです。 （単位：百万円未満切捨表示）

Ⅱ 所在地別セグメント情報

Ⅲ 海 外 売 上 高

当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間並びに前連結会計年度は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重
要な在外支店はないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度は当社及び連結子会社の海外売上高が10%未満のため、記載
しておりません。

当中間連結 前中間連結 前連結
会計期間 会計期間 会計年度

主 な 内 容

当社の総務・経理部門等管理部門
に係る費用

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額

314 319 618
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１．生産実績

　　　　　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

　

前年同期比（％）

2,845 73.3

266 91.9

3,111 74.6

(注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記以外の事業（「観光事業」　「卸売業」　「不動産事業」　「その他の事業」）につきましては、

　　非製造業のため生産実績はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注状況

　　　　　当中間連結会計期間における製造関連事業及び建設・土木業の受注状況を示すと、次のとおりで

         あります。

（単位：百万円未満切捨表示）

(注）１．上記以外の事業（「観光事業」　「卸売業」　「不動産事業」　「その他の事業」）につきましては、

　　非製造業のため受注実績はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．販売実績

　　　　　当中間連結会計期間における販売実績を種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

103.5

97.2

125.3

81.6

46.9
99.5

93.2

(注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

737

1,028

22,101合 計

不 動 産 事 業

そ の 他 の 事 業

6,511    

117.3

116.3

6,197    

前年同期比（％）

生産、受注及び販売の状況

金　　額

製 造 関 連 事 業

建 設 ・ 土 木 業

受注残高

事業の種類別セグメントの名称

受注高
前年同期比（％）

区　　　　　　分

合 計

合 計 7,821

6,990

4,038

製 造 関 連 事 業

6,283

観 光 事 業

製 造 関 連 事 業

建 設 ・ 土 木 業

4,430

2,631

卸 売 業

100.43,783

事業の種類別セグメントの名称 金　　額
前年同期比（％）

102.3

103.4

102.9

313    

建 設 ・ 土 木 業
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有　　価　　証　　券

1.その他の有価証券で時価のあるもの （単位：百万円切捨表示）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度

種　　類 中間連結貸借 連結貸借対
対照表計上額 照表計上額

(1)株式 2,656 4,363 5,296 2,653 5,519 2,865
(2)債券

　　国債・地方債等 65 △ 0 388 64 64 0
　　社債 － － － － － －
　　その他 － － － － － －
(3)その他 － － － － － －

合　　計 2,721 4,363 5,685 2,718 5,584 2,865

2.時価のない主な有価証券の内容 （単位：百万円未満切捨表示）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度

その他有価証券

　　非上場株式 566 567 567

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

（当中間連結会計期間）
　　             ヘッジ会計が適用されているため記載を除いております。

（前中間連結会計期間）
　　             ヘッジ会計が適用されているため記載を除いております。

（前連結会計年度）
　　             ヘッジ会計が適用されているため記載を除いております。

中間連結貸借対照表
計上額

中間連結貸借対照表
計上額

連結貸借対照表計上額

3,377 2,307

－

386
－
－

－
－
－
2

2,304

－

7,085

中間連結貸借
対照表計上額

－

7,020

64
－

種　　類

取 得 原 価

2,991

取 得 原 価 差 額 取 得 原 価 差 額差 額
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